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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第１四半期
累計期間

第42期

会計期間
自 2024年１月１日
至 2024年３月31日

自 2023年１月１日
至 2023年12月31日

売上高 (千円) 682,324 2,731,001

経常利益 (千円) 37,768 45,411

四半期（当期）純利益 (千円) 24,950 32,127

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 90,000 90,000

発行済株式総数 (株) 684,000 684,000

純資産額 (千円) 574,083 557,341

総資産額 (千円) 1,361,813 1,387,556

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 36.48 46.97

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 13

自己資本比率 (％) 42.2 40.2

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．当社は、第42期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第42期第１四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において、当社が判断したものであります。なお、当社

は、前第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は

行っておりません。

(1) 財政状態の状況

(流動資産)

当第１四半期累計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末と比較して26,660千円減少し、1,199,985千円

となりました。その主な変動要因は、売掛金の回収により現金及び預金が25,030千円、契約資産28,423千円及び仕

掛品が30,828千円増加した一方、売掛金の回収により売掛金が106,196千円、前払費用が4,706千円減少したことに

よるものであります。

(固定資産)

当第１四半期累計期間末における固定資産の残高は、前事業年度末と比較して917千円増加し、161,827千円とな

りました。その主な変動要因は、ソフトウェアの購入により727千円増加したことによるものであります。

(流動負債)

当第１四半期累計期間末における流動負債の残高は、前事業年度末と比較して1,515千円増加し、497,729千円と

なりました。その主な変動要因は、外注加工費の増加による買掛金の増加が967千円、経費の増加による未払金の増

加20,917千円、未払法人税等3,050千円及び未払消費税23,470千円が増加した一方、短期借入金の返済に伴う短期借

入金の減少33,000千円、長期借入金の返済に伴う１年内返済予定の長期借入金6,043千円、及び預り金が7,944千円

減少したことによるものであります。

(固定負債)

当第１四半期累計期間末における固定負債の残高は、前事業年度末と比較して44,000千円減少し、290,000千円と

なりました。その主な変動要因は、長期借入金の返済により長期借入金が44,000千円減少したことによるものであ

ります。

(純資産)

当第１四半期累計期間末における純資産の残高は、前事業年度末と比較して16,741千円増加し、574,083千円とな

りました。その主な変動要因は、四半期純利益が24,950千円計上され、一方、配当金支払8,892千円により利益剰余

金が16,058千円、及びその他有価証券評価差額金が682千円増加したことによるものであります。

(2) 経営成績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、コロナ禍から社会経済活動の正常化が進み、訪日外国人旅行者が

増加する等景気は緩やかながら回復基調で推移いたしました。しかしながら、ロシアによるウクライナ侵攻の長期

化に加え、中東情勢の緊迫化等の地政学的リスクや円安等による資源・エネルギー価格の高騰、それに伴う物価上

昇などの経済的リスクは依然として高く、更には自然災害等も重なり、先行き不透明な状況が続いております。

一方、当社が事業を展開する情報サービス産業におきましては、企業の抱える課題を解決するためのデジタルト

ランスフォーメーション(DX)、クラウドサービス、及びChatGPTに代表されるAI技術のビジネスへの活用に対する企

業ニーズは依然として高く、引き続き高い関心と強い期待が寄せられております。

このような当社を取り巻く環境の中、当第１四半期累計期間は、主力の官公庁に向けた「公共系事業」の関税関

連システム、及び国税関連システムの開発が前事業年度に引き続き好調に推移いたしました。一方、慢性的な人員
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不足のなか、ビジネスパートナーの要員確保を行った結果、外注費が増加したため売上原価は増加いたしましたが、

売上総利益率は改善いたしました。また、販売費および一般管理費は、前事業年度採用した内部管理体制強化に伴

う管理部門人員の人件費等の増加に伴い、増加いたしました。

これらの結果、売上高は682,324千円、営業利益は40,089千円、経常利益は37,768千円、四半期純利益は24,950千

円となりました。

当社はシステム開発事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更はありま

せん。

(4）経営方針・経営戦略等

新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)に記載した「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」中の経

営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標の記載について重要な変更はあり

ません。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

(6）研究開発活動

該当事項はありません。

(7）経営成績に重要な影響を与える要因

当第１四半期累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因に変更はありません。

(8）資本の財源及び資金の流動性についての分析

新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)に記載した資本の財源及び資金の流動性について重要な変更はあ

りません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,600,000

計 2,600,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2024年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年11月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 684,000 684,000
東京証券取引所

(TOKYO PRO Market)

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であり、

単元株式数は100株です。

計 684,000 684,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年１月１日～
2024年３月31日

－ 684,000 － 90,000 － －

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
684,000

6,840
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株
式数は100株です。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 684,000 ― ―

総株主の議決権 ― 6,840 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社名古屋証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2024年１月１日から2024年３月31日まで)及び第１四半期累計期

間(2024年１月１日から2024年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任大有監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2023年12月31日)

当第１四半期会計期間
(2024年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 770,042 795,072

売掛金 430,328 324,131

契約資産 ― 28,423

仕掛品 428 31,257

貯蔵品 444 443

前払費用 21,879 17,172

その他 3,522 3,484

流動資産合計 1,226,646 1,199,985

固定資産

有形固定資産

建物 15,221 15,221

減価償却累計額 △633 △950

建物（純額） 14,588 14,271

工具、器具及び備品 10,372 10,579

減価償却累計額 △3,287 △3,878

工具、器具及び備品（純額） 7,085 6,701

有形固定資産合計 21,673 20,972

無形固定資産

ソフトウェア 3,064 3,792

その他 847 847

無形固定資産合計 3,912 4,639

投資その他の資産

投資有価証券 12,698 13,742

長期前払費用 1,584 1,584

繰延税金資産 4,612 3,688

その他 118,078 118,790

貸倒引当金 △1,650 △1,590

投資その他の資産合計 135,323 136,215

固定資産合計 160,909 161,827

資産合計 1,387,556 1,361,813
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年12月31日)

当第１四半期会計期間
(2024年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 103,133 104,101

短期借入金 66,000 33,000

１年内返済予定の長期借入金 189,452 183,409

未払金 66,867 87,784

未払費用 7,878 7,974

未払法人税等 9,245 12,296

未払消費税等 13,479 36,950

預り金 40,157 32,213

流動負債合計 496,214 497,729

固定負債

長期借入金 334,000 290,000

固定負債合計 334,000 290,000

負債合計 830,214 787,729

純資産の部

株主資本

資本金 90,000 90,000

利益剰余金 461,469 477,528

株主資本合計 551,469 567,528

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,872 6,554

評価・換算差額等合計 5,872 6,554

純資産合計 557,341 574,083

負債純資産合計 1,387,556 1,361,813
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

売上高 682,324

売上原価 554,004

売上総利益 128,320

販売費及び一般管理費 88,230

営業利益 40,089

営業外収益

受取利息及び受取配当金 2

その他 203

営業外収益合計 206

営業外費用

支払利息 2,527

営業外費用合計 2,527

経常利益 37,768

税引前四半期純利益 37,768

法人税、住民税及び事業税 12,254

法人税等調整額 563

法人税等合計 12,817

四半期純利益 24,950
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第１四半期累計期間
(自 2024年１月１日 至 2024年３月31日)

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

(追加情報)

該当事項はありません。

(四半期貸借対照表関係)

該当事項はありません。

(四半期損益計算書関係)

該当事項はありません。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

減価償却費 1,500千円

(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間(自 2024年１月１日 至 2024年３月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月28日
定時株主総会

普通株式 8,892 13 2023年12月31日 2024年３月29日 利益剰余金

２ 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

３ 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

(持分法損益等)

該当事項はありません。

(企業結合等関係)

該当事項ありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社はシステム開発事業の単一セグメントのため、記載は省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
当第１四半期累計期間
(自2024年１月１日
至2024年３月31日)

公共系事業 548,014

金融・法人系事業 134,310

顧客との契約から生じる収益 682,324

外部顧客への売上高 682,324

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

１株当たり四半期純利益 36円48銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 24,950

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 24,950

普通株式の期中平均株式数(株) 684,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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